
第13回全国フォーラム

第１セッション
成年後見制度利用促進基本計画からの
5年を振り返る
１．これまでの実施状況と課題の整理

（専門家会議で提起した３つの課題から）

２．尾張東部の促進計画の見直しに向けて

尾張東部権利擁護支援センター「あすライツ」
センター長 住田敦子
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特定非営利活動法人 尾張東部権利擁護支援センター紹介
設置主体（５市１町） あすライツ 平成23年10月開設

５市１町人口合計 ４７8.４２４人
（令和2年12月1日現在）

①職員数 1２人（設置時3人）

・センター長 （専門相談員兼務）

・専門相談員 ７人（社会福祉士）

・事務員 4人（支援員兼務）

②事業内容

広報啓発・相談・人材育成・法人後見

・瀬戸市・尾張旭市・豊明市
日進市・長久手市・東郷町

後見 保佐 補助 合計

認知症 １７ ６ １ ２４

知的障害 ４ ２ ２ ８

精神障害 １９ ５ ４ ２8

合計 ４０ １３ ７ ６０

終了３８名
市民後見人へのリレー8名
法人後見累計１０6名

平成31年4月から6市町の中核機関を受託

（令和3年7月1日現在）
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総労働時間1415時間

①中核機関に求められる機能を
ＢとＣに区分

A
独自事業

・法人後見
・虐待相談

B
先行実施機能 C

未実施
機能

・協議会等の設置運営
・後見人支援機能
（後見人支援・モニタリング）

不正防止
効果

②ＡとＢの業務分担の分析

中核機関の機能
権利擁護支援
センターの機能

平成29年6月
尾張東部成年後見センター労働時間内訳

法人後見業務
622.5
44％

その他
263.75
19％

広報・啓発事業
220.5
16％

相談業務
191.75
13％

平成30年度「尾張東部圏域成年後見制度利用促進計画」
におけるセンター事業の業務分析



これまでの実施状況と課題の整理

１ 中核機関と法人後見

－候補者調整における公平性と法人後見の課題－

２ 担い手の確保と意思決定支援

－受任者調整の取組と苦情－

３ 地域連携ネットワークの推進

－他機関との連携の工夫と課題－
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１ 中核機関と法人後見
－受任者調整における公平性、透明性－

5

個人受任が困難ケース

－委員構成－
6市町担当課長
学識経験者
弁護士・司法書士
社会福祉士
精神保健福祉士等
受任調整、地域課題
市民後見に関すること
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法人後見から市民後見人へのリレー実績

１ 中核機関と法人後見
－法人後見における課題－

①障害のある人の受任は長期間に及ぶ
②圏域内（６市町４７万人）には法人後見実施機関がない

法人後見受任後、安定した方は
市民後見人へリレー（法人は監督人）
本人・法人双方にとってのメリット
となっている



① 専門職後見人の確保と受任者調整の仕組み

－専門職協力者名簿登録制度と受任調整－

② 家庭裁判所との受任者調整の認識共有

－架空事例を用いた事例検討会－

③ 苦情の対応と意思決定支援の推進
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２ 担い手の確保と意思決定支援
－ 受任者調整の取組（利用促進機能）－



１. 後見人等の候補者
２. 市民後見人専門相談
３. 権利擁護一般専門相談
４. 各種法律手続き依頼
（相続、債務整理等）

５.司法・医療・福祉合同研修会
弁護士25名 司法書士45名
合計70名登録（2022年1月）

２ 担い手の確保と意思決定支援
①-1専門職協力者名簿登録制度（受任者調整・利用促進機能）

専門職後見
(第三者後見の活用）

成年後見制度利用支援事業

整備・拡充

法人受任以外の候補者調整の課題

必須条件

尾張東部圏域５市1町共通 「成年後見制度利用支援事業要綱」整備
専門職後見人の報酬担保

平成26年専門職協力者名簿登録制度開始



２ 担い手の確保と意思決定支援
①-２ 受任者調整および事前マッチングの実施

法 人 市民後見人

弁護士 司法書士 社会福祉士

専門職後見人

中核機関＝ （１）課題に応じた候補者の調整

弁護士会 司法書士会 社会福祉士会
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申立て支援・候補者調整実施状況 2020年4月～2021年2月

（２）申立て前に本人と後見人等候補者との事前面談を行い、お互いに了解の上候補者として申立てを行う

法人
市民
後見人

弁護士 司法書士
社会
福祉士

全体

候補者調整依頼件数 9 1 8 15 22 55

調整決定 実人数 9 1 8 12 14 44

事前マッチング実施数 9 1 8 12 14 44

事前マッチング実施率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

受任者調整が困難になりつつある

課題に応じた専門職の調整が困難

（専門職の不足）

例：社会福祉士不足のため、法的

課題はないが法律職を調整



家庭裁判所と選任のイメージの共有するために、架
空の事例を用いて候補者イメージについての意見交
換会（複数後見や身上保護の考え方）

利用促進計策定プロセスの一環として、家裁との検討の場を組織化

家庭裁判所主催の連絡協議会における
候補者イメージの共有

愛知県内の自治体・中核機関・支部家裁を含
めた共有

尾張東部：候補者＝職種＋人
（事前面談）

中核機関による候補者調整

家裁による候補者の選任

２ 担い手の確保と意思決定支援
② 家庭裁判所との受任者調整における認識共有

－架空事例を用いた事例検討会－
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促進計画策定委員会
プロジェクトチーム

弁護士・司法書士・社会福祉士
幹事市行政・センター

受任者調整（すべての申立てに受任者調整＋事前面談実施）



◎受任者調整の推進に伴う苦情対応

最初は良くても長期にわたる受任期間のなかで

・本人、関係者から苦情が持込まれる

・本人の希望（交代）に後見人が辞任をしない

◎後見人を含む意思決定支援の理解不足

・後見人に対する苦情の要因に意思決定支援の内容が
含まれる

・福祉関係者による後見人へのパターナリズムの強要

11

２ 担い手の確保と意思決定支援
③-1 苦情対応と意思決定支援



２ 担い手の確保と意思決定支援
③-2「専門職協力者名簿登録者」へのアンケート調査の実施

対象者【弁護士(23）・司法書士(30）合計53名 回収率51％】

実施期間 平成30年9月

Q：後見人として支援されている中で困っていることはありますか

ある・・・８５％

・本人の意思がわからない‥43％

・本人にとって適切なサービスがわからない‥40％

Q：利用促進法や利用促進計画に関する研修会があれば受講しますか

受講する 85％

⇒研修機会等をとおして

意思決定支援について医療・福祉関係者と共に学ぶ場をつくる



３ 地域連携ネットワークの推進
－他機関との連携と市民後見－

①日常生活自立支援事業担当者ミーティング

②各ネットワークを繋ぐ工夫－多職種連携

③市民後見の推進
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6市町社会福祉協議会（日常生活自立支援事業担当者）との連携

→日自から成年後見制度へのスムーズな移行

定期的な事例検討会開催（促進計画に位置付け）

ミーティングにおけるPT（プロジェクトチーム）による活動

そろそろＰT そろそろシート作成・試行的実施（連携ツール）

３.地域連携ネットワークの推進
① 6市町の日常生活自立支援事業担当者MT

14
令和3年度から生活困窮者自立支援事業担当者ミーティング参加拡大

行政職員の参加

PTの３年間の成果

①相談件数・移行の促進

②そろそろシートの開発

－連携推進－



3.地域連携ネットワークの推進
②各ネットワークをつなぐ工夫
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連携課題：PTやミーティングの継続における主体化



適正運営委員会

役割：センター事業内容の監督

センターが後見人等候補者になることの適否

市民後見人候補者の適否、受任調整

市民後見人候補者の登録、抹消

構成：①学識経験者 ②弁護士

③司法書士 ④社会福祉士

⑤精神保健福祉士 ⑥愛知県瀬戸保健所職員

⑦構成市町行政職員

⑧地域包括支援センター又は障害者相談支援センター

⑨尾張東部権利擁護支援センター職員

3.地域連携ネットワークの推進
③-1市民後見の推進 平成27年から実施－

地域共生社会の実現を目指し、

権利擁護と地域福祉の担い手として

市民後見活動を展開

市民後見人養成研修（第4期瀬戸市）

全71時間（7か月間）

市民後見人分科会

選考分科会
役割：①養成研修第2次選

②バンク登録者選考
構成：適正運営委員会委員長

が指名

受任調整分科会
役割：①市民後見人候補者

ケースの適否
②市民後見人候補者
の調整

構成：適正運営委員会委員長
が指名



3.地域連携ネットワークの推進
③-2 市民後見の推進 バンク登録人数と受任件数

令和3年12月時点

瀬戸市 尾張旭市 豊明市 日進市 長久手市 東郷町 合計 受任率

１期登録時人数 3 3 3 8 1 1 19

受任件数 3 2 1 4 1 1 12
63.2

％

２期登録時人数 6 7 1 5 0 0 19

受任件数 5 7 0 3 0 0 15
78.9

％

３期登録時人数 0 1 3 2 1 1 8

受任件数 0 0 2 1 0 0 3
37.5

％

登録人数合計 9 11 7 15 2 2 46

受任件数合計 8 9 3 8 1 1 30
65.2

％

登録抹消人数 4 1 0 2 0 0 7

現在の登録人数 5 10 7 13 2 2 39
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③-3市民後見人養成研修受講者状況

①年々、受講者数が減少傾向
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開催年 開催市町 受講者数

第１期 2016年 日進市 ３５人

第２期 2018年 尾張旭市 ２６人

第３期 2020年 東郷町 １３人

第４期 2022年 瀬戸市 ？

第５期 2024年 豊明市 ？

第６期 2026年 長久手市 ？
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②バンク登録者が不足しているため必要なケースの調整が困難



3.地域連携ネットワークの推進
③-4 市民後見の推進 愛知県市民後見推進事業の共同受託

平成29年度同事業を受託、平成30年度から尾張北部権利擁護支援セン
ターと共同受託での実施。

令和２度からは一般社団法人愛知県社会・尾張北部権利擁護支援センター
の３つの法人により共同で受託している。

市民後見推進事業実績 ※愛知県からの受託事業 令和３年度

尾張東部権
利擁護支援
センター

尾張北部

権利擁護支
援センター

愛知県社会福
祉士会

課題：県内で市民後見の取り組みが増えているわけではない。



まとめ

① 権利擁護支援センター中核機関へ
地域連携ネットワークの構築、コーディネートを重視

✓ 市民後見、法人後見の推進課題

② 本人にとって適切な後見人の選任のための支援
候補者調整の仕組み

✓ 苦情への対応課題

③ 本人にとってメリットを感じられる制度の運用
意思決定支援の推進の取組み

✓ 後見人のみならず、支援者、地域社会への浸透への課題
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２ 尾張東部の促進計画の見直しに向けて
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〇見直しのために２つの協議の場を役割分担

（3つの課題との関連から）

１）尾張東部圏域成年後見制度利用促進
計画進行管理推進委員会 年2回（PJの確保も）

①「苦情対応」のシステム化（試行的事業へ）

②地域連携ネットワークの推進（意思決定支援の

ネットワーク化等）

２）適正運営委員会 年6回（新規に位置づけ）

③法人後見実施機関の育成の検討・市民後見推進



担い手の確保
地域連携ネットワークの推進

①法人後見実施機関の検討

• 6市町社会福祉協議会への行政を通じた働きかけ

• 地域の社会福祉法人の取組

• 愛知県行政への期待

②新たな専門職の参画
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意思決定支援の推進の取組 令和3年度～

意思決定支援研修資料からの抜粋

地域の相談支援に従事者に対するリーダー研修の実施
意思決定支援研修および事例検討／外部講師によるスーパービジョン


